
証券コード№6265
平成24年３月１日

株 主 各 位
東京都大田区下丸子二丁目６番18号

株式会社 妙 徳
代表取締役社長 中 森 俊 雄

第61期 定時株主総会招集ご通知

謹啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第61期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいます

ようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書

用紙に賛否をご表示いただき、平成24年３月15日（木曜日）午後５時30分までに到着する

ようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬 具

記

１.日 時 平成24年３月16日（金曜日） 午前10時

２.場 所 東京都大田区下丸子二丁目６番18号

当社 本社会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３.会議の目的事項

報 告 事 項 (1) 第61期（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）

事業報告、連結計算書類の内容報告並びに会計監査人及び監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件

(2) 第61期（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）

計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役６名選任の件

第３号議案 監査役２名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類及び添付書類に修正する必要が生じた場合は、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（http://www.convum.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。
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(添付書類）

事 業 報 告

（自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日）

　

１. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

　 ① 営業の状況

　当連結会計年度の経済は、期の初めにおいては、新興国向けを中心とする輸

出の持ち直しなど、ゆるやかな回復基調にありましたが、東日本大震災による

生産活動の停滞、個人消費の自粛ムード、原発事故による電力供給不安、輸出

の減少などにより経済活動が停滞いたしました。期の後半は、欧州諸国の財

政・金融システム危機、米国の景気停滞、円高の長期化、これまで世界景気の

牽引役であった中国をはじめとする新興国の景気減速及びタイ国の洪水による

世界規模での生産活動への影響など大変厳しい経営環境で推移いたしました。

　このような状況下、当社グループは、環境に配慮した省エネルギー製品シリ

ーズの発売など積極的に市場開拓に努め、上半期の連結売上高は1,450百万円と

なりました。しかしながら、期の後半には、当社製品の主要販売先である国内

及び韓国、台湾など海外における半導体製造装置業界及び液晶パネル関連業界

の需要が大きく落ち込んだため、下半期の連結売上高は1,173百万円となりまし

た。

　この結果、通期の連結売上高は2,623百万円となり、このうち連結海外売上高

は930百万円、連結海外売上高比率は35.5％にとどまり、前期の連結海外売上高

比率35.8％と、ほとんど変わりなく推移しました。

　一方、利益面におきましては、コストダウンを目的に、中国及び韓国の子会

社で吸着パッド部品の加工及び組立を開始いたしました。さらに円高メリット

を生かすため、海外調達比率を高める取組を行いましたが、売上高減少による

利益面への影響を補いきれず、連結経常利益は527百万円、連結当期純利益は

312百万円となりました。

　なお、前連結会計年度より決算期を３月31日から12月31日に変更したことに

より、前連結会計年度は平成22年４月１日から平成22年12月31日までの９ヶ月

間となっておりますので、前年同期比較を行っておりません。
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　 ② 製品群別の状況

　 【コンバム】

　期の後半から、主要販売先である半導体製造装置業界及び液晶パネル関連
業界の需要が落ち込んだことにより、当期の連結売上高は1,051百万円となり
ました。売上高構成比は40.1％と、前期と同様の構成比となりました。

　 【吸着パッド】

薄型テレビやパソコンなどの電子機器の生産活動が停滞したことから、製造
装置用、保守メンテナンス用の需要が減少いたしました。その結果、当期の
連結売上高は1,059百万円となりました。売上高構成比は、圧力センサ、FA機
器その他の売上高構成比が低下したことにより、40.4％となりました。

　 【圧力センサ】

当製品群はコンバム同様、半導体製造装置業界が主要納入先であることか
ら、当期の連結売上高は246百万円となりました。また、売上高構成比は9.4
％となりました。

　 【FA機器その他】

　薄型テレビやパソコンなどの電子機器の生産減少の影響を受け、液晶パネ
ル搬送用装置に使用されるエア浮上ユニット(CONFLOAT)の売上が大きく落ち
込みました。空気圧機器は、新規販売ルートを構築し、一部の製品群の販売
高が増加いたしましたが、増販効果が小さく、当期の連結売上高は266百万
円、売上高構成比は10.1％となりました。

　 ③ 製品群別売上高
（単位：千円）

第 60 期 第 61 期
(自 平成22年４月１日 (自 平成23年１月１日
至 平成22年12月31日) 至 平成23年12月31日)

売 上 高 構 成 比 前期比 売 上 高 構 成 比 前期比

コ ン バ ム 932,140 40.1％ 201.0％ 1,051,527 40.1％ ―
吸 着 パ ッ ド 860,691 37.0 141.4 1,059,537 40.4 ―
圧 力 セ ン サ 262,240 11.3 262.5 246,178 9.4 ―
FA機器その他 271,108 11.6 66.9 266,332 10.1 ―

合 計 2,326,181 100.0 147.4 2,623,575 100.0 ―
（注）第60期は決算期変更により平成22年４月１日から平成22年12月31日までの９ヶ月間となってい

るため、第60期の前期比については平成21年４月１日から平成21年12月31日までの第59期第３
四半累計期間（９ヶ月間）との比較を記載しております。
また、第60期は決算期変更により９ヶ月間となっておりますので、第61期の前期比について比
較を行っておりません。
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　(2) 対処すべき課題

　販売面では、国内においては円高の定着から、各種製造業の海外生産移管がよ
り進むものと予測されます。また、景気の低迷が続いていることから企業の設備
投資も抑制され、国内需要は横ばいもしくは減少するものと予測しており、新た
な市場分野への拡販が重要な課題となっております。
　一方、海外においては、中国をはじめとする新興国の経済は、欧州諸国の経済
不安による輸出鈍化やインフレ懸念などによる減速はあるものの、成長が続くも
のと思われ、新興国の市場ニーズに応える製品開発と市場投入など、中国、東南
アジアなど海外市場での拡販をより一層強めてまいります。また、当社海外子会
社間の相互製品供給を開始することにより、海外での販売効率を高めてまいりま
す。
　生産面においては、円高メリットを活用した海外からの原材料調達をより一層
推進し、また、海外子会社での生産比率をより高めることによってコストダウン
に取り組んでまいります。

　(3) 資金調達の状況
　資金調達はございません。

　(4) 設備投資等の状況
　当連結会計年度において実施した設備投資の総額は、288,852千円であり、その
主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 122,282千円
ソフトウェア 28,998千円
建物 20,218千円
土地 19,204千円

　(5) 財産及び損益の状況の推移
（単位：千円）

区 分
第 58 期

(平成21年３月期)

第 59 期

(平成22年３月期)

第 60 期

(平成22年12月期)

第 61 期

(当連結会計年度)

(平成23年12月期)

売 上 高 2,364,984 2,197,691 2,326,181 2,623,575

経 常 利 益 152,252 304,198 564,667 527,983

当 期 純 利 益 75,050 176,563 310,732 312,441

１株当たり当期純利益 9円36銭 22円01銭 38円75銭 39円78銭

総 資 産 3,885,105 4,227,004 4,081,821 3,667,828

純 資 産 2,487,274 2,650,002 2,855,691 3,032,402

(注) 各連結会計年度の主な変動要因は以下のとおりであります。
① 第58期につきましては、急激な需要の減退に対応し、生産体制の再構築を行うと共に、素材
の国際調達、アウトソーシングの活用等を推進し、営業拠点の統廃合、業務の集約化により固
定費を削減し、損益分岐点の引き下げに取り組みましたが、売上高は前期比78.3％、経常利益
は前期比34.6％、当期純利益は前期比31.5％と、減収減益となりました。

② 第59期につきましては、顧客密着営業を推進し、生産体制の効率化、原材料の海外調達によ
るコストダウンなど原価低減に取り組んだ結果、売上高は前期比92.9％と減収になりました
が、経常利益は前期比199.8％、当期純利益は前期比235.3％と増益になりました。

③ 第60期につきましては、販売面では、政府による経済支援政策の効果と東アジア地域の半導
体製造装置の需要拡大により大幅な増収を達成し、利益面では、円高メリットを活用した原材
料、部材の海外調達を拡大、生産体制の効率化により固定費の増加を極小化を図った結果、売
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上高は前期比147.4％、経常利益は前期比332.4％、当期純利益は前期比351.7％と増収増益と
なりました。
　なお、第60期は決算期変更により平成22年４月１日から平成22年12月31日までの９ヶ月間と
なっているため、前期比は平成21年４月１日から平成21年12月31日までの第59期第３四半期累
計期間（９ヶ月間）との比較を記載しております。

④ 第61期（当連結会計年度）につきましては、前記「(1)事業の経過及びその成果」に記載の
とおりであります。

　(6) 親会社及び子会社の状況

　 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

妙徳空覇睦機械設備(上海)有限公司 280,000US$ 100％
空気圧機器、空気圧装置
及び部品等の製造・販売

妙 徳 韓 国 株 式 会 社 100,000
千
KRW

100％
空気圧機器、空気圧装置
及び部品等の製造・販売

CONVUM (THAILAND) CO.,LTD.
7,000

千
THB

48％
(5％)

空気圧機器、空気圧装置
及び部品等の販売（コ ン バ ム （タ イ ラ ン ド））

(注) 1. 議決権比率欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。
2. 妙徳空覇睦機械設備(上海)有限公司は、平成23年２月18日付で上海妙徳空覇睦貿易有限公

司から名称変更しております。

　(7) 主要な事業内容

　当社は下記の空気圧機器、空気圧装置及び部品の製造並びに販売を主な事業と

しております。

区 分 製 品 分 類

真 空 機 器
コンバム（エジェクタ式真空発生器)、吸着パッド、フィルタ、
サイレンサ、圧力センサ、真空ポンプ、真空切換弁

空 気 圧 機 器
エアシリンダ、電磁弁、ＦＲＬ（フィルタレギュレータ）及びその他の
製品

機 械 及 び 部 品 液晶パネル等搬送用エア浮上ユニット及びその他の製品

(8) 主要拠点等

① 当 社 本 社 東京都大田区下丸子二丁目６番18号

② 国内営業拠点 全国５ヶ所

③ 国内生産拠点 当社 岩手事業所（岩手県）

当社 秋田事業所（秋田県）
④ 海外生産・

営業拠点

妙徳空覇睦機械設備(上海)有限公司（中国）

妙徳韓国株式会社（韓国）

⑤ 海外営業拠点 CONVUM (THAILAND) CO.,LTD.（タイ）
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　(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

男 性 88名 △2名

女 性 35名 12名

合 計 123名 10名

(注) 従業員数は就業人員数であり、使用人兼務取締役及び臨時従業員７名は含んでおりません。

(10) 主要な借入先の状況

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 岩 手 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 80,048千円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 5,716千円

２. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 33,000,000株

(2) 発行済株式総数 7,717,841株

（自己株式567,159株を除く)

(3) 株主数 1,279名

（前期末比34名増)

　(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

伊 勢 養 治 1,247,700株 16.17％

伊 勢 す が 子 630,100株 8.16％

伊 勢 幸 治 412,050株 5.34％

妙 徳 従 業 員 持 株 会 351,250株 4.55％

中 森 俊 雄 200,000株 2.59％

伊 勢 忠 157,500株 2.04％

株 式 会 社 日 伝 140,000株 1.81％

伊 勢 三 郎 126,500株 1.64％

泉 真 紀 122,500株 1.59％

株 式 会 社 新 居 浜 鉄 工 所 110,000株 1.43％

(注) 上記のほか当社所有の自己株式567,159株があります。
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３. 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度末日当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権

等の内容の概要

発行決議の日 平成23年３月18日

新株予約権の数 48個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 48,000株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり234円

新株予約権の行使期間
平成25年５月７日～
平成30年５月６日

割当てた新株予約権の区分別合計 当社取締役 ４名 48個

新株予約権の主な行使条件

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時において、当
社または当社子会社の取締役、
監査役または従業員であるこ
とを要す。

　(2) 当事業年度中に職務執行の対価として交付した新株予約権等の内容の概要

発行決議の日 平成23年３月18日

新株予約権の数 252個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 252,000株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり234円

新株予約権の行使期間
平成25年５月７日～
平成30年５月６日

当社使用人 81名

新株予約権の主な行使条件

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時において、当
社または当社子会社の取締役、
監査役または従業員であるこ
とを要す。

― 7 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年02月16日 13時23分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.40 20110927_01）



４. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 中 森 俊 雄

専 務 取 締 役 小 尾 明 博

営業担当兼営業部長、妙徳空覇睦機械設備（上
海）有限公司董事長、妙徳韓国株式会社代表理
事、CONVUM (THAILAND) CO.,LTD.代表取締役

常 務 取 締 役 吉 田 清 輝

管理担当兼管理部長、妙徳空覇睦機械設備（上
海） 有 限 公 司 監 査 役、CONVUM (THAILAND)
CO.,LTD.代表取締役

取 締 役 大 村 晴 久 経営企画室長

取 締 役 伊 勢 幸 治
岩手事業所庶務担当、妙徳空覇睦機械設備（上
海）有限公司董事、妙徳韓国株式会社理事、
CONVUM (THAILAND) CO.,LTD.代表取締役

常 勤 監 査 役 内 藤 邦 彦

監 査 役 中 田 宏

監 査 役 北 風 榮 征

（注）1. 平成23年３月18日開催の第60期定時株主総会において、大村晴久氏は取締役に新たに選任さ
れ、就任いたしました。

2. 監査役中田宏、北風榮征の両氏は、社外監査役であり、独立役員として指定しております。

　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 ５名 86百万円

監査役 ３名 16百万円

(注）1．平成18年６月23日開催の定時株主総会決議による取締役の報酬限度額は年額２億円
以内であります。また、平成23年６月23日開催の定時株主総会により、取締役報酬
限度額とは別枠にて、取締役に対し報酬額として年額15百万円以内において新株予
約権を付与することを決議しております。。

　 2．平成18年６月23日開催の定時株主総会決議による監査役の報酬限度額は年額３千万
円以内であります。
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　(3) 社外役員に関する事項

　 ① 主な活動状況

区分 氏 名
重要な兼職先と
当社との関係

主な活動状況

監 査 役 中 田 宏 該当事項なし

当期開催の定例及び臨時取締役
会19回のうち15回に出席する他、
監査役会の12回のうち10回に出
席しており、月次の拡大経営会
議（部門長会議に相当）にも11
回出席し、取締役会や幹部社員
の職務執行状況をつぶさに確認
し、必要に応じて発言を行って
おります。また、経営トップと
の定期的な意見交換を実施して
おります。

監 査 役 北 風 榮 征 該当事項なし

当期開催の定例及び臨時取締役
会19回のうち17回に出席する他、
監査役会12回全てに出席してお
り、月次の拡大経営会議（部門
長会議に相当）にも12回出席し、
取締役会や幹部社員の職務執行
状況をつぶさに確認し、必要に
応じて発言を行っております。
また、経営トップとの定期的な
意見交換を実施すると共に、適
宜、生産工場の現場往査を行っ
ております。

　 ② 責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当社の社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、同法第425条第１

項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

　 ③ 社外役員に対する報酬等の総額

社外監査役２名 ６百万円
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５. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　 有限責任監査法人トーマツ

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 ① 当事業年度に係る報酬等の額

16,000千円

　 ② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

16,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査の監査報酬額を区分しておりませんので、①

の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載して

おります。

２．当社の海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人

の監査を受けております。

　(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合には、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　なお、監査役会は会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任若しくは

不再任の決定を行います。
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６. 会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　当社は、企業理念及び経営理念に基づき、法令遵守と企業人及び社会人とし

て求められる社会倫理に則った行動を行うことを企業経営の基礎とし、これを

役員及び使用人に徹底する。そのために、管理部門担当取締役をコンプライア

ンス全体に関する統括責任者に任命し、本内部統制基本方針の徹底及びグルー

プ全体のコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握、改善に努める。

　内部監査室は、代表取締役社長の直属の組織として、コンプライアンス体制

の運営状況について、法令上、定款上の問題の有無を調査し、報告する。代表

取締役社長は、報告された問題点について、その改善、解消に努める。

　使用人が、取締役及び使用人の職務の執行につき、法令又は定款に適合しな

い事実があること又はその疑いがあることについて、通報を行う手段を確保す

るため、当該使用人が当社取締役又は使用人を経由せず直接にコンタクトでき

る社外の第三者機関によるコンプライアンスホットラインを設置し運用する。

　前段の当該使用人が通報したことによって不利益な扱いを受けることがない

よう必要な手段を講ずるものとする。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　代表取締役は、取締役会についてその議事録を作成し、取締役はその職務の

執行に係る会議体議事録その他文書を作成する。

　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、文書管理規程、

情報管理規程を定め、取締役はそれに従って、情報の保存及び管理を行う。文

書管理規程には、文書受発信の管理、重要文書の保存期間及び保存方法を定め

る。

　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社の事業遂行上の損失の危険管理については、稟議規程、経理規程、売掛

金管理規程、品質管理規程その他の業務管理規程に定める。

　管理部門担当取締役は個々の企業行動のカテゴリーに応じ、常に担当取締役

と共にその発生の予防に努める。発生した損失の危険性については、社内諸規

程の定めに従い、該当職務の担当取締役がその対処を行い、その危険性の度合

いにより、取締役会審議、稟議承認などの手続きにより、最終決定する。監査

役及び内部監査室は、それぞれの立場からもしくは協同して、リスク管理状況

を監査し、代表取締役及び取締役会へ報告する。代表取締役社長は、報告され

た問題点について、その改善、解消に努める。
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　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、代表取締役及び取締役の担当業務及び使用人兼務取締役の委嘱

業務を決定し、個々の代表取締役及び取締役は、組織規程、職務分掌規程、職

務権限規程等に基づき、執行役員及び幹部使用人を指揮監督して、その職務の

執行を行う。

⑤ 当社及び当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

　当社グループの管理については、関係会社管理規程を定め、経営管理業務担

当取締役が統括管理を行い、個々の業務の適正については機能別に担当取締役

が管理を行う。各子会社は、その自主独立性を尊重するが、経営の重要事項に

ついては事前に当社に提案、承認を得てから実行する。

　各子会社は毎月、損益の結果及び資産負債の状況を当社に報告し、その内容

は当社取締役会に報告される。当社グループの業務が適正に行われているか否

かについて内部監査室が定期、不定期に監査を行い、代表取締役社長に報告す

る。この報告において指摘された管理上の問題点について、代表取締役社長は

その改善、解消に努める。

　監査役は、当社グループ全体の業務が適正に遂行されているか否かを監査し、

そのために必要な資料の提出を個々の子会社に直接求めることができる。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、代表取

締役は遅滞なく監査役会と協議して、監査役が要求する能力を備えた使用人を

監査役の下に配置する。

　 ⑦ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　前項により監査役の下に配置された使用人は代表取締役、取締役及び当社の

使用人から独立し、監査役及び監査役会の指揮命令のみに従い、その職務の遂

行にあたる。

　前号の独立性を確保するため、当該使用人の任命、人事異動、人事考課につ

いては、監査役会の事前の承認を必要とする。
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⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制

　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人からその

担当する業務執行につき報告を受ける。

　内部監査室は、内部監査の実施及びその結果について、監査役会に報告しな

ければならない。

　取締役は、監査役監査規程の定めに従い、当社及び当社グループに著しく損

害を及ぼす虞のある事実を発見したとき、会計方針・会計基準の採用及び変更、

その他重要な事項について監査役に報告をする。

　 ⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、また、稟議書その他重要書

類を閲覧することにより重要な意思決定及び業務執行状況を把握し、自らの判

断において取締役及び使用人に必要な説明を求める。

　また、内部監査室及び会計監査人と緊密に連携し、相互に知りえた事実及び

情報を開示しあうことにより、監査の実効性と監査目的達成の確保を行う。

　(2) 株式会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基

本方針については、特に定めておりません。

　(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社では、剰余金の配当等の決定につきまして、株主の皆様に対する長期的な

利益還元を経営上の重要課題の一つと認識し、将来の事業展開及び経営基盤の強

化のために必要な内部留保資金を確保しつつ、業績に対応した安定配当を行うこ

とを基本方針としております。

本事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てております。

また、比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成23年12月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,464,179 流 動 負 債 349,001

現 金 及 び 預 金 414,225 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 50,290

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 658,544 一年内返済予定の長期借入金 144,724

製 品 145,782 未 払 法 人 税 等 17,613

仕 掛 品 94,430 賞 与 引 当 金 22,976

原 材 料 102,517 役 員 賞 与 引 当 金 14,315

繰 延 税 金 資 産 19,368 そ の 他 99,082

そ の 他 29,456 固 定 負 債 286,423

貸 倒 引 当 金 △144 長 期 借 入 金 141,040

退 職 給 付 引 当 金 118,874

固 定 資 産 2,203,648 そ の 他 26,508

有形固定資産 1,818,209 負 債 合 計 635,425

建 物 及 び 構 築 物 736,638 純 資 産 の 部

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 280,193 株 主 資 本 3,051,146

土 地 744,109 資本金 748,125

そ の 他 57,266 資本剰余金 945,766

利益剰余金 1,476,967

無形固定資産 161,752 自己株式 △119,711

その他の包括利益累計額 △23,898

投資その他の資産 223,687 その他有価証券評価差額金 22,600

投 資 有 価 証 券 138,529 為替換算調整勘定 △46,499

繰 延 税 金 資 産 20,687 新株予約権 5,154

そ の 他 64,469 純 資 産 合 計 3,032,402

資 産 合 計 3,667,828 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,667,828

記載金額は、千円未満を切り捨てております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 2,623,575

売 上 原 価 1,266,656

売 上 総 利 益 1,356,918

販売費及び一般管理費 838,253

営 業 利 益 518,665

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,158

受 取 配 当 金 2,016

助 成 金 収 入 13,243

受 取 地 代 家 賃 5,523

受 取 保 険 金 234

そ の 他 3,202 25,378

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,494

売 上 割 引 690

為 替 差 損 6,654

支 払 手 数 料 598

そ の 他 1,622 16,060

経 常 利 益 527,983

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,834

減 損 損 失 145

災 害 に よ る 損 失 24,564 26,544

税金等調整前当期純利益 501,438

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 153,173

法 人 税 等 調 整 額 35,824 188,997

少数株主損益調整前当期純利益 312,441

当 期 純 利 益 312,441

記載金額は、千円未満を切り捨てております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成22年12月31日残高 748,125 945,766 1,228,174 △44,340 2,877,725

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △63,649 △63,649

当 期 純 利 益 312,441 312,441

自 己 株 式 の 取 得 △75,371 △75,371

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
(純 額)

連結会計年度中の変動額合計 248,792 △75,371 173,421

平成23年12月31日残高 748,125 945,766 1,476,967 △119,711 3,051,146

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

平成22年12月31日残高 21,859 △43,893 △22,034 ― 2,855,691

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △63,649

当 期 純 利 益 312,441

自 己 株 式 の 取 得 △75,371

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
(純 額)

740 △2,605 △1,864 5,154 3,289

連結会計年度中の変動額合計 740 △2,605 △1,864 5,154 176,710

平成23年12月31日残高 22,600 △46,499 △23,898 5,154 3,032,402

記載金額は、千円未満を切り捨てております。
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(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記)

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

(1) 連結子会社の数…………………………３社

(2) 連結子会社の名称………………………妙徳空覇睦機械設備(上海)有限公司

妙徳韓国株式会社

CONVUM(THAILAND) CO.,LTD.

2. 会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

その他有価証券 時価のあるもの…連結決算日の市場価格等に基づく時価

法 (評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。

時価のないもの…移動平均法による原価法によっており

ます。

　 ② たな卸資産

製品、仕掛品、原材料 …………… 主として月次総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によっておりま

す。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く) … 主として、定率法（ただし、平成10年

４月１日以降取得の建物（建物付属設

備を除く）については定額法）によっ

ております。

主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建 物 15～50年

機 械 装 置 12年

工具、器具及び備品 ２～10年
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② 無形固定資産(リース資産を除く) … 定額法によっております。

　ソフトウェア（自社利用分）

　社内における利用可能期間５年

③ リ ー ス 資 産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　主として、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負

担すべき金額を計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担

すべき金額を計上しております。

　 ④ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

の見込額を計上しております。

　(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ① 重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負

債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定に含めております。

　 ② 消費税等の処理方法

　 税抜方式によっております。
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　(追加情報)

　 (連結貸借対照表及び連結株主資本等変動計算書)

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25

号 平成22年６月30日）に基づき、連結貸借対照表及び連結株主資本等変動計算

書における「評価・換算差額等」は「その他の包括利益累計額」として表示して

おります。

　 (ストック・オプション等に関する会計基準等)

平成23年５月６日付取締役会決議に係るストック・オプションを当連結会計年

度に付与したことに伴い、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会

計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 改正平成18年５月31日）を適用

しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。
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(連結貸借対照表に関する注記）

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務の金額

　(1) 担保に供している資産

有形固定資産 土地 260,941千円

建物 144,031千円

合 計 404,972千円

　(2) 担保に係る債務の金額

長期借入金 976千円

一年内返済予定の長期借入金 4,740千円

合 計 5,716千円
なお、上記借入金のほか、銀行取引に係る担保として極度額45,000千円の根

抵当権が設定されております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,337,880千円

3. 受取手形裏書譲渡高 21,914千円

4. 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しており

ます。

　当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりで

あります。

当座貸越極度額の総額 1,100,000千円

借 入 実 行 残 高 ―

差 引 額 1,100,000千円

5. 連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理

しております。

　なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末

日満期手形が当連結会計年度末日の残高に含まれております。

受 取 手 形 31,978千円

支 払 手 形 2,287千円
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 8,285,000 ― ― 8,285,000

2. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 266,340 300,819 ― 567,159

（変動の事由の概要）

　増加数の主な内訳は次のとおりであります。

　 取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 300,000株

　 単元未満株式の買取りによる増加 819株

3. 剰余金の配当に関する事項

　(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基準日 効力発生日

平成23年３月18日
定時株主総会

普通株式 24,055千円 ３円00銭
平成22年
12月31日

平成23年
３月22日

平成23年８月４日
　 取締役会

普通株式 39,593千円 ５円00銭
平成23年
６月30日

平成23年
８月25日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

　 上記の事項については、平成24年３月16日開催の定時株主総会において、次の

とおり決議を予定しております。

株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基準日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 38,589千円 ５円00銭
平成23年
12月31日

平成24年
３月19日
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(金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金調達については銀行からの借入により調達しており、資金

運用については預金等の安全性の高い金融資産で行っております。なお、投機的な

デリバティブ取引は行わない方針であります。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛金管理規程に従い取引先ご

との期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。

　投資有価証券は株式であり、上場株式については市場価格の変動リスクに晒され

ておりますが、四半期毎に時価を把握し、明細表を作成する等の方法により管理し

ております。

　借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、借入金利については全て固定

されており、金利の変動によるリスクはありません。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成23年12月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額(*)

時価(*) 差額

(1) 現金及び預金 414,225 414,225 ―

(2) 受取手形及び売掛金 658,544 658,544 ―

(3) 投資有価証券
　 その他有価証券

137,179 137,179 ―

(4) 長期借入金
（一年内返済予定の
長期借入金を含む）

(285,764) (288,008) △2,244

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。
(注 1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

　 (1) 現金及び預金
これらは主に短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。
　 (2) 受取手形及び売掛金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

　 (3) 投資有価証券
投資有価証券の時価について、上場株式は取引所の価格によっております。

　 (4) 長期借入金（一年内返済予定の長期借入金を含む）
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。
(注 2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,350千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「(3）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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(１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 392円 24銭

2. １株当たり当期純利益 39円 78銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）1. １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当連結会計年度末
(平成23年12月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円) 3,032,402

普通株式に係る純資産額 (千円) 3,027,248

差額の主な内訳

　新株予約権 (千円) 5,154

普通株式の発行済株式数 (千株) 8,285

普通株式の自己株式数 (千株) 567

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株) 7,717

2. １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上
の基礎

項目
当連結会計年度

(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 (千円) 312,441

普通株式に係る当期純利益 (千円) 312,441

普通株式の期中平均株式数 (千株) 7,854

普通株式増加数 (千株) ―

新株予約権方式によるストック・オプション
（新株予約権）

(―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

　新株予約権 １種類
（新株予約権の個数 282個）

(重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はございません。
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(その他の注記)

1．退職給付に関する注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用してお

ります。

(2) 退職給付に関する事項

退職給付債務 118,874千円

退職給付引当金 118,874千円

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 14,008千円

退職給付費用 14,008千円

(4) 当社及び連結子会社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

2． 災害損失

　 東日本大震災の影響により計上した災害損失の内訳は以下のとおりであります。

固定資産除却損 10,070千円

撤去及び原状回復費用等 13,545千円

その他 948千円

合計 24,564千円

3． 減損損失に関する注記

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失

を計上しております。

場所 用途 種類 金額（千円）

当社本社 電話加入権 無形固定資産 145

　当社グループは、各事業所を最小単位としてグルーピングを行っております。所

有している電話回線のうち将来使用見込みのない電話加入権について、当該資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。

　なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しております

が、売却可能性が見込めないため、零として評価しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成24年２月９日

株式会社 妙徳

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 大髙 俊幸 印

指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 平野 雄二 印

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社妙徳の平成23年

１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書について監査を

行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表

示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、株式会社妙徳及び連結子会社から成る企業集

団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表

(平成23年12月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,371,973 流 動 負 債 334,497

現 金 及 び 預 金 360,524 支 払 手 形 12,887

受 取 手 形 437,434 買 掛 金 35,611

売 掛 金 207,054 一年内返済予定の長期借入金 144,724

製 品 116,063 未 払 金 11,388

仕 掛 品 93,738 未 払 費 用 61,586

原 材 料 101,292 未 払 法 人 税 等 14,366

未 収 入 金 10,407 預 り 金 17,436

前 払 費 用 13,774 賞 与 引 当 金 20,648

繰 延 税 金 資 産 21,777 役 員 賞 与 引 当 金 14,315

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 7,992 そ の 他 1,534

そ の 他 1,913 固 定 負 債 278,850

固 定 資 産 2,202,754 長 期 借 入 金 141,040

有 形 固 定 資 産 1,758,668 未 払 役 員 退 職 慰 労 金 23,259

建 物 684,396 退 職 給 付 引 当 金 114,401

構 築 物 19,956 そ の 他 150

機 械 及 び 装 置 273,750 負 債 合 計 613,348

車 両 運 搬 具 3,159 純 資 産 の 部

工 具、 器 具 及 び 備 品 49,731 株 主 資 本 2,933,624

土 地 726,155 資本金 748,125

建 設 仮 勘 定 1,518 資本剰余金 945,766

無 形 固 定 資 産 160,478 資 本 準 備 金 944,675

ソ フ ト ウ ェ ア 135,615 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,091

借 地 権 20,680 利益剰余金 1,359,445

そ の 他 4,183 利 益 準 備 金 6,165

投 資 そ の 他 の 資 産 283,607 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,353,280

投 資 有 価 証 券 138,529 　特 別 償 却 準 備 金 44,820

関 係 会 社 株 式 19,754 別 途 積 立 金 515,000

関 係 会 社 出 資 金 31,698 繰 越 利 益 剰 余 金 793,459

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 43,958 自己株式 △119,711

長 期 前 払 費 用 7,270 評価・換算差額等 22,600

差 入 保 証 金 4,041 その他有価証券評価差額金 22,600

繰 延 税 金 資 産 20,687 新株予約権 5,154

そ の 他 17,667 純 資 産 合 計 2,961,379

資 産 合 計 3,574,727 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,574,727

記載金額は、千円未満を切り捨てております。
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損 益 計 算 書

（自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 2,468,554

売 上 原 価 1,260,434

売 上 総 利 益 1,208,119

販売費及び一般管理費 752,072

営 業 利 益 456,047

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,329

受 取 配 当 金 87,017

仕 入 割 引 108

助 成 金 収 入 13,243

受 取 地 代 家 賃 4,657

受 取 保 険 金 234

そ の 他 1,272 107,863

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,427

売 上 割 引 1,375

支 払 保 証 料 136

為 替 差 損 2,375

支 払 手 数 料 598

そ の 他 750 11,664

経 常 利 益 552,246

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,834

減 損 損 失 145

災 害 に よ る 損 失 24,564 26,544

税 引 前 当 期 純 利 益 525,702

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 143,159

法 人 税 等 調 整 額 45,491 188,650

当 期 純 利 益 337,051

記載金額は、千円未満を切り捨てております。
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株主資本等変動計算書

（自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成22年12月31日残高 748,125 944,675 1,091 945,766

事業年度中の変動額

特 別 償 却 準 備 金
の 積 立

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純 額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ―

平成23年12月31日残高 748,125 944,675 1,091 945,766

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株 主
資 本
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

特 別
償 却
準備金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰 余 金

平成22年12月31日残高 6,165 ― 515,000 564,877 1,086,042 △44,340 2,735,593

事業年度中の変動額

特 別 償 却 準 備 金
の 積 立

44,820 △44,820 ―

剰 余 金 の 配 当 △63,649 △63,649 △63,649

当 期 純 利 益 337,051 337,051 337,051

自 己 株 式 の 取 得 △75,371 △75,371

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純 額)

事業年度中の変動額合計 ― 44,820 ― 228,581 273,402 △75,371 198,031

平成23年12月31日残高 6,165 44,820 515,000 793,459 1,359,445 △119,711 2,933,624
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評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成22年12月31日残高 21,859 21,859 ― 2,757,453

事業年度中の変動額

特 別 償 却 準 備 金
の 積 立

剰 余 金 の 配 当 △63,649

当 期 純 利 益 337,051

自 己 株 式 の 取 得 △75,371

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純 額)

740 740 5,154 5,894

事業年度中の変動額合計 740 740 5,154 203,925

平成23年12月31日残高 22,600 22,600 5,154 2,961,379

記載金額は、千円未満を切り捨てております。
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式…………………………………移動平均法による原価法によっており

ます。

その他有価証券 時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価

法 (評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。

時価のないもの………移動平均法による原価法によっており

ます。

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

製 品、 仕 掛 品、 原 材 料……月次総平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)………定率法（ただし、平成10年４月１日以

降取得の建物（建物付属設備を除く）

については定額法）によっておりま

す。

主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建 物 15～50年

機 械 及 び 装 置 12年

工具、器具及び備品 ２～10年

無形固定資産(リース資産を除く)………定額法によっております。

　ソフトウェア（自社利用分）

　 社内における利用可能期間５年
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リ ー ス 資 産………………………………所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。

3. 引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

金額を計上しております。

　(3) 役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金

額を計上しております。

　(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

を計上しております。

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理

　 税抜方式によっております。

　(追加情報)

　 (ストック・オプション等に関する会計基準等)

平成23年５月６日付取締役会決議に係るストック・オプションを当事業年度に

付与したことに伴い、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基

準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 改正平成18年５月31日）を適用して

おります。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。
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(貸借対照表に関する注記）

1. 関係会社に対する金銭債権債務(区分表示したものを除く)

短期金銭債権 23,756千円

短期金銭債務 388千円

2. 取締役に対する長期金銭債務 23,259千円

取締役に対する長期金銭債務は、将来の退任時に支給する退職慰労金に係る債務
であります。

3. 有形固定資産の減価償却累計額 1,322,016千円

4. 担保に供している資産及び担保に係る債務の金額

　(1) 担保に供している資産

有形固定資産 土地 260,941千円

建物 144,031千円

合 計 404,972千円

　(2) 担保に係る債務の金額

長期借入金 976千円

一年内返済予定の長期借入金 4,740千円

合 計 5,716千円
なお、上記借入金のほか、銀行取引に係る担保として極度額45,000千円の根

抵当権が設定されております。

5. 受取手形裏書譲渡高 21,914千円

6. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結

しております。

　当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額の総額 1,100,000千円

借 入 実 行 残 高 ―

差 引 額 1,100,000千円
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7. 事業年度末日満期手形

　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理して

おります。

　なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手

形が当事業年度末日の残高に含まれております。

受 取 手 形 31,978千円

支 払 手 形 2,287千円

(損益計算書に関する注記）

　関係会社との取引高

売 上 高 309,400千円

仕 入 高 103,549千円

その他の営業取引高 2,025千円

営業取引以外の取引高 86,495千円

(株主資本等変動計算書に関する注記）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 266,340 300,819 ― 567,159

（変動の事由の概要）

　増加数の主な内訳は次のとおりであります。

　 取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 300,000株

　 単元未満株式の買取りによる増加 819株
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(税効果会計に関する注記）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

　退職給付引当金 41,513千円

　未払役員退職慰労金 8,898千円

　貸倒損失 4,375千円

　賞与引当金 8,465千円

　未払事業税 1,984千円

　減価償却費 3,032千円

　減損損失 6,774千円

　たな卸資産評価損 10,448千円

　土地 8,527千円

　未払費用 2,742千円

　その他 3,712千円

　繰延税金資産小計 100,475千円

　評価性引当額 △18,818千円

　繰延税金資産合計 81,656千円

(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △12,384千円

　特別償却準備金 △26,807千円

　繰延税金負債合計 △39,191千円

　繰延税金資産の純額 42,465千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主要な項目の内訳

　法定実効税率 41.0％

(調整)

　住民税均等割額 1.3％

　法人税の控除税額 △1.3％

　受取配当等永久に益金に算入されない項目 △6.4％

　在外子会社からの受取配当金にかかる源泉所得税 0.4％

　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.8％

　その他 0.1％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.9％
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3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を
改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施
策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）
が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以降に開始する事業年度から法
人税率が変更されることとなりました。
　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、
平成25年１月１日以降平成27年12月31日までに開始する事業年度は、従来の41.0％
から38.3％へ、平成28年１月１日以降に開始する事業年度は、35.4％に変更されま
す。
　なお、変更後の実効税率を当事業年度末に適用した場合の繰延税金資産及び法人
税等調整額に与える影響額は軽微であります。

(関連当事者との取引に関する注記）

1． 子会社及び関連会社等

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
妙徳韓国
株式会社

韓国
ソウル市

9,851

(１億ウォン)

空 気 圧 機
器、 空 気
圧 装 置 及
び 部 品 の
製 造、 販
売

所 有
直 接
100.0

当社製品の
販売

製 品 の

販売

(注 1)

181,870 売掛金 ―

資金の援助

資 金 の

貸付

(注 2)

－

関 係 会

社 短 期

貸付金

7,992

関 係 会

社 長 期

貸付金

24,016

利 息 の

受取
726 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注 1) 製品の販売については、市場価格、材料価格変動を含めた総原価を勘案し、一

般的取引条件と同様に決定しております。
(注 2) 貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
(注 3) 妙徳韓国株式会社は平成23年１月14日付で韓国ソウル市に住所変更しておりま

す。

2． 役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類 氏 名 職 業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主 伊勢養治
当社
名誉会長

被所有
直 接
16.2

当社
名誉会長

給与支払 12,024 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
給与については、取締役会決議に基づいて金額を決定しております。
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(１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 383円 04銭

2. １株当たり当期純利益 42円 91銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

(注）1. １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当事業年度末

(平成23年12月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円) 2,961,379

普通株式に係る純資産額 (千円) 2,956,224

差額の主な内訳

　新株予約権 (千円) 5,154

普通株式の発行済株式数 (千株) 8,285

普通株式の自己株式数 (千株) 567

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株) 7,717

2. １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定
上の基礎

項目
当事業年度

(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

損益計算書上の当期純利益 (千円) 337,051

普通株式に係る当期純利益 (千円) 337,051

普通株式の期中平均株式数 (千株) 7,854

普通株式増加数 (千株) ―

新株予約権方式によるストック・オプション
（新株予約権）

(―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

　新株予約権 １種類
（新株予約権の個数 282個）

(重要な後発事象に関する注記）

　 該当事項はございません。
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(その他の注記）

1. 退職給付に関する注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

　 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。

(2) 退職給付に関する事項

退職給付債務 114,401千円

退職給付引当金 114,401千円

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 12,535千円

退職給付費用 12,535千円

(4) 当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

2． 災害損失

　 東日本大震災の影響により計上した災害損失の内訳は以下のとおりであります。

固定資産除却損 10,070千円

撤去及び原状回復費用等 13,545千円

その他 948千円

合計 24,564千円

3． 減損損失に関する注記

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上してお

ります。

場所 用途 種類 金額（千円）

本社 電話加入権 無形固定資産 145

　当社は、各事業所を最小単位としてグルーピングを行っております。所有してい

る電話回線のうち将来使用見込みのない電話加入権について、当該資産の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。

　なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しております

が、売却可能性が見込めないため、零として評価しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成24年２月９日

株式会社 妙徳
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 大髙 俊幸 印

指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 平野 雄二 印

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社妙徳の平

成23年１月１日から平成23年12月31日までの第61期事業年度の計算書類、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書並びにその附属明細書に

ついて監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意

見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの第６１期事業年度の取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の意

見が一致いたしましたので、本監査報告書を作成し、以下の通り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき

整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応

じて子会社から事業の報告を受けました。

　以上の方法に基づき当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしまし

た。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」を

「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め

ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書及び株主

資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書

及び連結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。
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　２．監査の結果

　 (１）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 (２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 (３）連結計算書類の監査結果

　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成24年２月17日

株式会社 妙 徳 監査役会

常勤監査役 内 藤 邦 彦 印

監 査 役 中 田 宏 印

監 査 役 北 風 榮 征 印

（注）監査役中田宏及び北風榮征は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査
役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　 第１号議案 剰余金の処分の件
　 剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　 期末配当に関する事項

　第61期期末配当につきましては、安定的な配当の継続と当期の業績等を勘
案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

　 (１）配当財産の種類
　 金銭といたします。
　 (２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金５円00銭 総額38,589,205円
　 (３）剰余金の配当が効力を生ずる日
　 平成24年３月19日

　 第２号議案　取締役６名選任の件

　 取締役５名全員は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。
　 つきましては、経営体制の強化及び充実を図るため、１名増員し、取締役６

名の選任をお願いするものであります。
　 取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
候補者の有
する当社の
株 式 数

１

なか もり とし お

中 森 俊 雄

(昭和27年４月３日生)

平成８年６月 当社入社 常務取締役コンバムFA事
業部長

200,000株
平成10年１月 当社代表取締役社長（現任）
平成15年４月 上海妙徳空覇睦貿易有限公司董事長
平成20年６月 CONVUM（THAILAND）CO.,LTD．

代表取締役

２

こ び あき ひろ

小 尾 明 博

(昭和27年９月７日生)

平成15年５月 当社入社 開発部長

24,000株

平成15年６月 当社常務取締役開発部長
平成18年６月 当社専務取締役
平成22年８月 CONVUM（THAILAND）CO.,LTD．

代表取締役（現任）
平成23年３月
平成23年８月

平成23年10月

妙徳韓国株式会社代表理事（現任）
妙徳空覇睦機械設備（上海）有限公
司董事長（現任）
当社専務取締役営業担当兼営業部長
（現任）

３

よし だ きよ てる

吉 田 清 輝

(昭和25年８月19日生)

平成15年２月 当社入社 内部監査室長

17,000株

平成16年６月 当社取締役経営管理部長
平成18年６月 当社常務取締役経営管理部長
平成23年３月

平成23年６月

平成23年10月

CONVUM（THAILAND）CO.,LTD．
代表取締役（現任）
妙徳空覇睦機械設備（上海）有限公
司監査役（現任）
当社常務取締役管理担当兼管理部長
（現任）
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候補者
番号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
候補者の有
する当社の
株 式 数

４

おお むら はる ひさ

大 村 晴 久
(昭和21年９月27日生)

平成18年11月 当社入社

22,000株
平成18年12月 当社常務執行役員
平成19年６月 当社取締役営業第２部長
平成22年６月 当社常務執行役員営業担当
平成23年10月 当社取締役経営企画室長（現任）

５

い せ こう じ

伊 勢 幸 治

(昭和40年２月３日生)

昭和61年２月 当社入社

412,050株

平成11年６月 当社取締役
平成14年６月 株式会社コンバムコーポレーション

代表取締役社長
平成16年６月 当社取締役
平成22年８月 CONVUM（THAILAND）CO.,LTD．

代表取締役（現任）
平成23年３月 徳韓国株式会社理事（現任）
平成23年８月 当社取締役岩手事業所庶務担当（現

任）
妙徳空覇睦機械設備（上海）有限公
司董事（現任）

６

　※
しょう せ もと ひろ

庄 瀬 元 洋
（昭和36年10月11日生）

平成16年９月
平成17年５月
平成18年５月
平成20年５月

平成20年12月

当社入社
当社営業部長
当社執行役員資材部長
当社常務執行役員製造担当兼岩手製
造部長
当社常務執行役員製造部長（現任）

12,000株

(注) １．各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。
２. ※は新任取締役候補者であります。
３. 妙徳空覇睦機械設備(上海)有限公司は、平成23年２月18日付で上海妙徳空覇睦貿易有限公

司から名称変更しております。
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　 第３号議案　監査役２名選任の件

　 監査役中田宏氏及び北風榮征氏の両名は、本総会の終結の時をもって任期満

了となります。つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであります。

　 また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、重要な兼職の状況
候補者の有
する当社の
株 式 数

１

　※
まつ もと ひろ ゆき

松 本 博 之

(昭和21年１月29日生)

昭和44年８月 株式会社山善入社

－ 株
昭和57年３月 相生精機株式会社（現パスカル株式

会社）入社
昭和62年６月 株式会社コスメック入社
平成４年６月 同社取締役営業部長

２

　※
かわのうえ かず はる

川野上 一 春

(昭和27年３月15日生)

昭和49年４月 新日本証券株式会社（現みずほ証券
株式会社）入社

　－ 株

平成15年６月 同社札幌支店長
平成17年４月 新光投信株式会社マーケティング

一部長
平成18年４月 同社執行役員
平成20年５月 同社常勤監査役
平成23年６月 同社顧問（現任）

（注）１．各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。
　 ２．※は新任監査役候補者であります。
　 ３．監査役候補者松本博之氏及び川野上一春氏は、社外監査役の候補者であります。
　 ４．社外監査役候補者の選任理由及び独立性について

(1)松本博之氏につきましては、多くの当社ユーザーが属する産業機械業界において長く取締
役として企業経営に関わりをもたれ、その豊富な経験と知識を当社の監査体制にいかして
いただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
川野上一春氏につきましては、金融機関での専門知識等及び監査役としての経験と知識を
当社の監査体制にいかしていただくため、社外監査役として選任をお願いするものであり
ます。

(2)松本博之氏及び川野上一春氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者ではなく、また過去
５年間に当社の特定関係事業者の業務執行者であったこともありません。

(3)松本博之氏及び川野上一春氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の
財産を受ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。

(4)松本博之氏及び川野上一春氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者の配偶者、
三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

　 ５．社外監査役候補者としての職務を遂行することができると判断する理由について
　松本博之氏及び川野上一春氏はそれぞれ、取締役又は執行役員及び監査役として会社の
経営に関与されていた経験を有されており、社外監査役としての職務を適切に遂行いただ
けるものと判断しております。

　 ６．社外監査役との責任限定契約について
当社は社外監査役として有能な人材を迎えることができるよう、社外監査役との間で、

当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定めており、社
外監査役候補者松本博之氏及び川野上一春氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結す
る予定であります。

　 その契約内容の概要は次のとおりであります。
・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法
第427条第１項に定められた最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職務の遂
行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

以 上
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株主総会会場ご案内図

場 所 ：東京都大田区下丸子二丁目６番18号

当社 本社会議室

[ 交 通 の ご 案 内 ]

◇東京急行多摩川線「下丸子駅」より徒歩10分
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